
第１回山陽小野田市成年後見制度
利用促進基本計画策定委員会

日時 令和３年１月２１日（木） １４：００～１５：４５

場所 厚狭地区複合施設２階第２研修室Ａ・Ｂ

資料２



行政説明 成年後見制度の概要及び

利用促進に向けた体制整備等について

１．成年後見制度の概要について

２．成年後見制度利用促進の体制整備について

成年後見制度利用促進の体制整備の取組が必要な理由

３．地域連携ネットワークと中核機関について

４．市町村計画について

５．成年後見制度に係る市の取組の現状について

６．本市の成年後見制度利用促進基本計画策定に

向けたスケジュール



１．成年後見制度の概要について



高齢者を取り巻く問題

○消費者被害や詐欺

○親族に「年金を使われてしまう」等の経済的虐待

○介護の放棄・放任＝ネグレクト

○判断能力の低下により、

銀行からお金を引き出せない

公的手続きがうまくできない。

介護保険サービスの利用や施設契約ができない 等

「成年後見制度の利用が必要と考えられるケース」



悪質業者からの電話があり、
だまされそうになった。最近物
忘れも増えてきたので、今後
騙されないか心配だ。
そしてついに、だまされて
契約を結んでしまった。

たとえ騙されて契約してしまっ
ても、成年後見人等がその契約
を取り消してくれる。

家庭裁判所：成年後見制度 利用をお考えの方へより抜粋し加筆修正



物忘れからか、同じ物を買ってしまう
ことが増えた。

ひとり暮らしではなく、施設へ入所し
た方がよいのか不安になった。

成年後見人等が相談に乗ってくれた。

後見人のサポートで、介護保険サービス
の利用がはじまり、今までどおり自分の
家で生活を続けることとなった。

施設へ入る場合も、契約の手続きを後
見人等が手伝ってくれるようだ。

家庭裁判所：成年後見制度 利用をお考えの方へより抜粋し加筆修正



成年後見制度とは

認知症や知的障がい、精神障がい等

精神上の障害により判断能力が十分でない方々の、、、

１．不動産や預貯金等の財産を管理 「財産管理」

２．必要な福祉サービスの手続き等 「身上監護」

３．本人に不利益になる契約（悪徳商法）等の取り消し「取消権」

✾判断能力の不十分な方々が、安心して生活できるよう法律的に
保護し、支援するのが成年後見制度です。



成年後見制度の誕生

２０００年 介護保険制度の誕生

行政処分・措置としての介護・福祉サービスの導入から、
受益者の意思決定を尊重できる契約制度へ。

＊判断能力の低下のある人への契約支援システムが必要

↓↓↓

介護保険制度と同時に「成年後見制度」が誕生

禁治産・準禁治産制度
本人保護

成年後見制度
本人保護
＋

ノーマライゼーション
自己決定の尊重
現有能力の活用

民法の改正



成年後見制度の種類

１．任意後見制度

本人に、十分な判断能力があるうちに、将来、判断能力が不
十分となった場合に備えて、「本人自らが選んだ代理人（任意
後見人）」に「自分の生活、療養看護や財産管理に関する事
務」について代理権を与える契約（任意後見契約）を公証人の
作成する公正証書によって結ぶ制度。

２．法定後見制度

認知症や障害等により、すでに判断能力が不十分な本人に
代わって、法律行為をしたり、被害にあった契約を取消したり
する制度。判断能力のちがいにより「後見人」「保佐人」「補助
人」の三種類がある。



家庭裁判所：成年後見制度 利用をお考えの方へより抜粋



家庭裁判所：成年後見制度 利用をお考えの方へより抜粋

＊１成年後見人等が取り消すことができる行為には、日常生活に関する行為（日用品の購入など）は含まれない。
＊２民法１３条１項記載の行為（借金、相続の小児にゃ放棄、訴訟行為、新築や増改築など）の一部に限る。
＊３ご本人の居住用不動産の処分については、家庭裁判所の許可が必要となる。
＊補助開始の審判、補助人に同意見・代理権を与える審判、保佐人に代理権を与える審判をする場合には、
ご本人の同意が必要です。



法定後見制度の手続について

法定後見制度の申立ては、家庭裁判所に「後見（保佐・補
助）開始申立書」等の書類を提出し、家庭裁判所が成年後見人
（保佐人・補助人）を選任します。

山陽小野田市在住（居所）の場合、管轄する裁判所は

家庭裁判所船木出張所になります。

申立てができるのは、

本人、配偶者、四親等内の親族等

＊申立人がいない場合は、市町村長が申立人となる場合有。



申立書類及び費用等

•申立書、申立事情説明書

•親族関係図、親族の意見書

•後見人等候補者事情説明書

• 財産目録、相続財産目録、収支予定表及び関連資料

•本人の戸籍謄本・住民票又は戸籍附票

•診断書、本人情報シート、健康状態に関する資料

•登記されていないことの証明書

•申立手数料 収入印紙 ８００円～２４００円

•後見登記手数料 収入印紙 ２６００円

•郵便切手 約２６００円

•鑑定



家庭裁判所：成年後見制度 利用をお考えの方へより抜粋



後見人ができること
成年後見制度は、財産を管理する（財産管理）ことはもちろん
のこと、本人の生活を支えること（身上配慮）も後見人の役割と
されています。

財産管理

・印鑑、預金通帳、現金などの

財産の保管

・預貯金口座の開設、預け入れ、

払い戻し、解約

・不動産の管理、処分収支の管理

・税金の申告

・賃地・賃家の管理

・遺産相続手続き

身上監護

・日常の見守り

・家賃の支払い。契約更新

・医療機関に関する各種手続き

・福祉サービスの利用手続き

介護保険サービスの契約等

～本人の意思決定の支援～

後見人は、単に財産管理だけを行うのではなく、本人の意思を尊
重し、心身の状態及び生活に配慮するよう義務付けられています。



成年後見の事務の円滑化を図るための民法及び家
事事件手続法の一部を改正する法律」が平成２８年
１０月１３日に施行されました。

１．死後事務

・遺体の火葬に関する契約の締結

・相続財産の保存に必要な行為

・成年被後見人の医療費，入院費及び公共料金等の支払

・成年被後見人の居室に関する電気・ガス・水道等供給契約の解約

・債務を弁済するための預貯金（成年被後見人名義口座）の払戻し

２．郵便転送

成年後見人が、後見事務を行うに当たって必要がある場合に、

家庭裁判所の審判を得て，成年被後見人宛ての郵便物等を成年

後見人の住所又は事務所所在地に転送してもらうこと。



後見人等ができないこと

１．事実行為

掃除、洗濯、買い物等日常生活の介護等。

２．医療行為の代諾

医療行為への同意は、本人固有の権利の為行えません。

３．一身専属権
本人だけが行うことができる権利（例えば、遺言を残したり、養子縁組をし

たり、結婚・離婚をしたりする行為）のことです。

４．身元保証人及び連帯保証人
後見人は本人の財産を適切に管理し、財産の範囲内で支払いを行う義務

はありますが、保証人にはなれません。

５．その他本人の利益に反すること



２．成年後見制度利用促進の体制整備について
～利用促進の体制整備の取組が必要な理由～



厚生労働省：成年後見制度の現状についてより抜粋







厚生労働省：成年後見制度の現状についてより抜粋

各年度の成年後見制度の利用者数



約１３００万人

認知症者数 約 ４６２万人 （平成２４年）

軽度認知障害 約 ４００万人 （推計）

知的障害者数（在宅） 約 ９６万人 （平成２８年）

精神障害者数（外来） 約 ３８９万人 （平成２８年）

一方、

成年後見制度の利用者数 約２２万人（令和元年１２月）

必要な人に制度が利用されていない可能性・・・



本市及び山口県の成年後見制度の利用者数等

令和２年６月現在 山陽小野田市 山口県

成年後見利用者数 ６２人 ２，２５０人

保佐利用者数 ９人 ３４５人

補助利用者数 ２人 ９０人

任意後見利用者数 １人 ２９人

合計 ７４人 ２，７１４人

令和２年６月現在 山陽小野田市 山口県

２０～５０代利用者数 １６人 ６６９人

６０代以上利用者数 ５８人 ２，０４５人

合計 ７４人 ２，７１４人

（山口家庭裁判所資料。令和２年６月２７日現在）



山陽小野田市の概況
事項 人数 基準日

市の人口 ６２，０５９人

令和２年４月１日
６５歳以上の人数 ２０，９９３人

（３３．８３％）

要介護・要支援
認定者数

３，７８１人

日常生活
自立度Ⅱ以上

２，５３１人 令和２年９月３０日

療育手帳 ５１５人 令和２年３月３１日

精神障害者
保健福祉手帳

４０９人 令和２年３月３１日

一方成年後見制度の利用者数は、「７４人」



令和２年度成年後見制度利用促進体制整備研修会資料より抜粋し加筆

必要性
・認知症等により判断能力が低下すると、

①預貯金の引き出し等、金銭管理が困難

②介護サービスや入院が必要でも契約困難

③住宅・金融・医療等の全般にわたり支障、

消費被害、詐欺のターゲットになるおそれ

今後、認知症高齢者や単独世帯
の高齢者の増加が見込まれる中、
成年後見制度の利用の必要性が
高まっていく

↓↓↓

「一方、成年後見制度の

利用者は約２２．４万人」

課題

・必要な方が制度について知る機会が
ない。制度の周知が不十分。

・社会生活上の大きな支障が生じない
限り、制度があまり利用されていない。

・後見人による、意思決定支援、身上
保護等、福祉的な視点から本人の最
善の利益を図ることが必要。

・後見人等への支援体制が不十分。

・このため、利用者が制度を利用する
メリットを実感できていない。

⇒「制度が必要な方が、
利用につながるように」

成年後見制度の利用促進に関する必要性



成年後見制度の利用促進に向けた法整備

平成２８年５月：施行

成年後見制度の利用の促進に関する法律
（平成２８年法律第２９号）

成年後見制度の利用の促進について基本理念を定め、国及び地方公共
団体の責務等を明らかにし、並びに基本方針その他の基本となる事項を定
めること等により、成年後見制度の利用の促進に関する施策を総合的かつ
計画的に推進することを目的として制定。

平成２９年３月：閣議決定

成年後見制度利用促進基本計画
市町村に対し、地域連携ネットワーク・中核機関に期待される機能の段階
的・計画的整備に向け、市町村計画を定めるよう努めることを求めている。















３．地域連携ネットワークと
中核機関について













①広報機能
成年後見制度の広報、周知をとおして、制度のメリット
や留意点などを理解していただく。

本人、ケアマネジャー、商店、金融機関、企業、住民な
ど、あらゆる方が、成年後見制度及び中核機関を知り、
権利擁護が必要な人をつなげること。

②相談機能
市町村長申立てを含め権利擁護に関する支援が必要
なケースについて、関係者からの相談に応じ、情報を集
約するとともに、必要に応じて関係団体等の支援を得て、
後見等ニーズの精査と、必要な見守り体制（必要な権利
擁護に関する支援が図られる体制）に係る調整を行う。



③制度利用促進

（a）受任者調整（マッチング）等の支援

（b）担い手の育成・活動の促進

市民・法人後見の担い手等の育成・支援

（c）日常生活自立支援事業等関連制度からの

スムーズな移行

④後見人支援

後見等開始後も、後見人等と継続的に関わり、
意思決定支援・身上保護を重視した制度の運用が
なされるよう、ケースに関する相談、支援等を実施。





中核機関の整備パターン例

別紙 資料８

市町村成年後見制度利用促進基本計画

策定の手引き

参照



４．市町村計画について



山陽小野田市成年後見制度
利用促進基本計画策定員会

市成年後見制度利用促進基本計画策定委員会設置要綱

（設置）

第１条 ～山陽小野田市の区域における成年後見制度

の利用の促進に関する施策についての基本的な計画

（以下「計画」という。）について検討する～

（所掌事務）

第２条 （1）計画案の検討に関すること。

（2）その他成年後見制度の利用促進について

市長が必要と認める事項に関すること。



市町村計画に盛り込むべき事項

• 地域連携ネットワークの三つの役割を各地域において効果的
に実現させる観点から、具体的な施策等を定めるものである
こと。

• チームや協議会等といった地域連携ネットワークの基本的仕
組みを具体化させるものであること。

• 地域連携ネットワーク及び中核機関の設置・運営、並びにそ
れらの機能の段階的・計画的整備について定めるものである
こと。

• 既存の地域福祉・地域包括ケア・司法のネットワークといった
地域資源の活用や、地域福祉計画など既存の施策との横断
的・有機的連携に配慮した内容とする。

• 成年後見制度の利用に関する助成制度の在り方について

国基本計画p.20 ～ 21より抜粋



市町村計画のイメージ

１ ○○市成年後見制度利用促進基本計画の
策定の趣旨と位置づけ

２ 現状と課題

３ 今後の取組
（１）本計画における取組目標
（段階的に整備するものはその旨記載）

（２）中核機関、チーム、協議会についての
体制整備の方針について

（３）助成制度について

４ 評価



市町村計画のイメージ

１ ○○市成年後見制度利用促進基本計画の策定の

趣旨と位置づけ

２ 現状と課題

（１）現状
※成年後見制度利用者数、高齢化率、要支援者数、障害者数、日常
生活自立支援事業利用者数、成年後見制度関連施策の実施状況（市
町村長申立て数、成年後見制度利用支援事業の実施状況と実績、市
民後見人育成・選任状況、法人後見育成・活用状況）などを用いて示
すことができる

※成年後見制度利用ニーズ調査や、成年後見制度の認知度や意識
調査等のアンケート調査を実施している場合には、それらを提示する
ことで、施策に取り組む必要性を明示することができる

（２）課題
※権利擁護支援の実務を担当している所管、関係者・関係機関とも
協議しつつ、今回の計画で解決する課題を示す



市町村計画のイメージ

３ 今後の取組

（１）本計画における取組目標（段階的に整備するものはその旨記載）

※権利擁護支援の地域連携ネットワークの３つの役割の中で、本計画が
もっとも重点的に充実させる目標を示す方法も考えられる。目標を定め
ておくことで、協議会における建設的な検討や合議を示すことができる

（２）中核機関、チーム、協議会についての体制整備

の方針について

（３）助成制度について

※成年後年後見制度利用支援事業等の助成制度について示す。その場
合、介護保険計画や障害福祉計画の内容と連動することになる。

４ 評価

※計画を見直す年度や具体的手法を示す方法が考えられる。例えば「〇
年度に、 【〇〇市権利擁護支援ネットワーク協議会】等の意見を聞き、
計画を見直す」等の記述が考えられる。

事項ごとに、取組目標と実現するための具体的
方法を合わせて、それぞれを書く方法もある



５．成年後見制度に係る
市の取組の現状について



市の取組状況

１．権利擁護事業（成年後見、虐待等）に係る

相談対応

２．成年後見制度利用支援事業

３．成年後見制度の普及啓発

４．成年後見制度利用促進基本計画策定員会



２．成年後見制度利用支援事業

（１）市長が行う後見開始の審判請求（市長申立て）

老人福祉法 第３２条

知的障害者福祉法 第２８条

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

第５１条の１１の２

“その福祉を図るため特に必要があると認めるとき”

（２） 後見人に係る報酬費用の助成



（１）市長が行う後見開始の審判請求（市長申立て）

成年後見制度を利用したくても、申立てができる配偶者や4親
等内の親族がおらず、申立てができない場合、市長が家庭裁
判所に申立てを行う。

また、費用の負担をすることが困難と認められる人に対し、申
立てに係る費用（市長申立てに限る）を助成する。

費用の助成例

•申立手数料

•登記手数料

•連絡用の郵便切手代

•鑑定料

２．成年後見制度利用支援事業



（２）後見人に係る報酬費用の助成

家庭裁判所において後見人等が選任された高齢者、知的障がい
者又は精神障がい者の方で、報酬の助成を受けなければ後見等
を受けることが困難な状況にあると認めるとき。

助成額

生活保護受給者またはそれに準じる方で、報酬の捻出が困難な
方に対し、後見人等の報酬の支払いに要する費用の一部または全
部を助成する。

・在宅者 月額２８，０００円

・施設入所者月額１８，０００円

２．成年後見制度利用支援事業



６．本市の成年後見制度利用促進
基本計画策定に向けたスケジュール



市基本計画策定に向けたスケジュール

別紙 資料７ 計画策定に向けたスケジュール参照

•令和３年１月２１日 第１回会議

•令和３年２月１８日 第２回会議

•令和３年５月頃 第３回会議

•令和３年７月頃 パブリックコメント

•令和３年１０月頃 第４回会議

•令和４年２月頃 市基本計画策定

中核機関設置


